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2020年度 ASSET事業

算定・検証について

2020 年7月10 日

株式会社三菱総合研究所

本資料の一部は公募説明会資料の
「４．排出量の算定・検証について」と同じスライドを使用しています。

採択者向けに新たに追加したスライドにのみ「採択者向け追加」と
記載しています。

β本資料の内容（排出量の算定・検証）に関連するお問合せは
ASSET制度算定検証ヘルプデスク（asset-sec@mri.co.jp）宛てに
お願いします。



算定について

1

算定について

ü算定自体は、応募時に一度実施していただいているはずで実施方法には基本的に変わ
りありませんが、今回は検証機関の確認などがプロセスに入り、より精緻なチェックを行う
こととなります。
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排出量の算定に係る実施体制

環境省（事務局）

Â基準年度・削減目標年度
排出量の確定

検証機関

Â検証報告書の作成

目標保有者

Â温室効果ガス削減活動の実施

Âモニタリングの実施

Â算定報告書の作成

検証報告書の
提出

算定報告書の提出
（採択後）β

排出量の検証

検証報告書の
承認

算定報告書の
承認・

その他の方法
にかかる報告
様式の承認その他の方法

にかかる報告
様式の提出

■ │⁸ ╩ ∆╢ ⅛╠ ⇔√
■ │⁸ ⁸ ⌐╟╢ ─ ╩
■ ≤ ─ 2 │

β公募申請時はGAJに直接提出

報告書の提出・承認は
ASSETシステムを
介して実施
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ü補助金申請に関する部分は温室効果ガス審査協会と主にやり取りいただくことになりま
すが、算定～検証に関する部分は、
上図のとおり、環境省（+事務局である三菱総合研究所）と、検証機関、目標保有者の三
者で実施します。

ü採択された事業者は、右下の目標保有者として、制度参加中、計2回、CO2排出量の算
定結果について検証を受検する必要があります。

ü1回目は、対策を行う前の基準として過去3年分の排出量を報告いただきます。今期は
2017年度から2019年度までの排出量がこの基準年度排出量となります。
公募段階でも算定作業を行い、結果を温室効果ガス協会に提出してもらいましたが、これ
はあくまで自己申告の結果のため、
採択後は、左下の検証機関という、事務局や目標保有者から独立した機関によるチェック
を受けたうえで再度環境省にご提出いただきます。

ü公募時に報告した排出量が間違っていた場合、今回の検証で修正いただきますが、公募
時に決定した削減目標量は変更不可となっております。

ü2回目の報告は、省エネ設備等導入後の排出量（2021年度1年間分）の算定を行っていた
だきます。1回目と同様、排出量が正しく算定されているか、検証機関によるチェック受け
る必要があります。

üこの2回とも、発生する検証費用は、目標保有者となる事業者自身の負担となりますので
ご留意ください。
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温室効果ガスの算定フロー

Step6

Step5
Â算定責任者や算定担当者等を任命。
Âデータの維持・管理等の方法、役割、責任を整理・規定する。

モニタリング体制・
算定体制の構築

Â算定対象となる各排出源について、活動量（燃料消費量）のモニタリングパターンを検討。
Âモニタリングパターンに基づき活動量等のモニタリングポイントを設定する。
Âモニタリングポイント毎の予測活動量に基づき、策定したモニタリング方法（モニタリング

パターン/ ポイントごとに設定）が要求レベルを満たしているか確認する。

モニタリング方法の
策定Step4

Â「ステップ２」で特定した排出源のうち、少量排出源に該当するものを特定。少量排出源に
該当する場合、算定対象外とすることが可能。

少量排出源の特定Step3

Â敷地境界内の算定対象活動を把握、排出源を特定する。
Â自社以外が保有する排出源が敷地境界内にある場合、算定対象に含まれるか判断。

排出源の特定、
算定対象範囲（バ
ウンダリ）の確定

Step2

Â公共機関へ提出した届出・報告（工場立地法届出書類、建築基準法届出書類等）の敷
地図等を用いて敷地境界を識別する。

敷地境界の識別Step1

Â収集したデータを用いて、温室効果ガス排出量を算定する。
モニタリングの実施

と排出量の算定

β「ASSETモニタリング報告ガイドラインVer.9.0 з-7」参照 3

具体的な温室効果ガスの算定フローについて

ü算定作業は上図の流れに沿って進めていただきます。

【STEP１～３について】

üまず排出量を算定する敷地境界を定め、その範囲内にある温室効果ガスの排出源を特
定します。
この時、確定した算定対象範囲内に排出量がごくわずかであると証明できる排出源であ
れば、算定から除外することができます。

üここまでの作業がSTEP１～３にあたります。

【STEP４～６について】

ü排出源が特定したあと、それぞれの燃料や電気の使用量を計測いただきます。この計測
作業のことをモニタリングと呼びます。
モニタリングは事業所内で算定責任者や担当者を決めた上で適切に行っていただく必要
があります。

ü最後にモニタリングによって得られたデータに基づき、CO2排出量を計算します。

üここまでの作業がSTEP４～６にあたります。

ü排出量の数値が結果的に正しかったとしても、正しい方法で算定されていることが証明で
きていない場合、承認できないこともあるため注意が必要です。
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ü以降は、各ステップの詳細について説明します。
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算定対象範囲（バウンダリ）の確定の流れ

① 敷地境界の識別
Â 事業場・工場の敷地境界は、建築基準法や消防法届出、あるいは工

場立地法届出等の公的書類にて判断すること。

Â 工場立地法の届出対象となる工場の場合は、敷地境界の識別根拠
として建築基準法の届出書類を使用することは出来ない。

② 建物、工作物の特定
Â 敷地境界内にある全ての建物、工作物を特定する。

③ 自社所有・利用以外の建物等の除外
Â 子会社や関連会社が100% 所有・利用する建物等を特定し、対象範

囲から除くことが出来る。

Â 企業グループとして本事業に参加する場合は、グループに含まれる
企業が所有している排出源は除外しない。

④ 算定対象範囲（バウンダリ）の確定
Â 算定対象として特定した建物等において、自らの排出となる算定対

象範囲を確定する。

他社の
建物

：建物

：工作物

除外
↓

：敷地境界

Step1敷地境界の識別、Step2排出源の特定、バウンダリの確定

β「ASSETモニタリング報告ガイドラインVer.9.0 з-9」参照 4

【STEP１～２算定対象範囲確定の流れ】

üまず、排出量を算定する範囲（＝バウンダリ）を確定します。

ü全体の流れの説明のSTEP1にあるとおり、一番最初に敷地境界を定めます。

üこの「敷地境界」は、「バウンダリ」より広い概念で、単に対象となる事業所がどの範囲か、
ということを明確にするものです。

ü敷地境界の証明には指定された公的書類が必要で、単なる図面等を根拠とすることは認
められていないため、注意してください。

ü次に、その境界の範囲内で、実際に排出量の算定対象となる建物・工作物を特定します
。

ü原則として全ての建物、工作物が算定の対象となりますが、③にあるとおり、敷地内に別
会社が100%保有する建物がある場合や、
住居用途の建物（社員寮など）がある場合は算定対象外とすることができます。（次頁詳
説）

üこの①～③の手順を以て、「算定対象範囲＝バウンダリ」の確定となります。
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Å 算定対象範囲（バウンダリ）とは、自らの排出量として算定を行う範囲を指す。
Å 敷地境界内にある排出源で、自社の所有しない設備（排出源）を除いたものを

バウンダリと呼ぶ。

テナ
ント

：敷地境界

建物A

建物B
建物D

他社が100％

所有・利用する
建物

F

建物E

住居用途

受電

：モニタリングポイント

都市ガス
（自社契約）

都市ガス（テナントが契約）

≢⅝╢
√∞⇔Ɽ♃כfiA
│B≢⸗♬♃ꜞfi◓
≢⅝╢ ⌐ ╢

≢⅝╢
√∞⇔Ɽ♃כfiA
│B≢⸗♬♃ꜞfi◓
≢⅝╢ ⌐ ╢

∆╢

─ ┼─ │ ≢⅝⌂™
⇔√ ⁸ ╩ ╠─ ≤ ⌂∆

算定対象範囲（バウンダリ）の考え方

Step1敷地境界の識別、Step2排出源の特定、バウンダリの確定

β「ASSETモニタリング報告ガイドラインVer.9.0 з-18」参照
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算定対象範囲の考え方

ü敷地境界内にある排出源のうち、算定対象から除外できる場合の考え方について詳細説
明いたします。

ü上図では、赤枠が公的書類で証明していただく敷地境界線です。

ü前頁で、敷地内に別会社が100%保有する建物がある場合や、住宅用途建物がある場合
は算定対象から控除できる、としましたが、
これは当該施設が使用している燃料使用量が精度管理された方法で把握できる場合に
限ります。

üなお、図の赤字にあるとおり、別会社がビル内にテナントとして入居していて、電力をまと
めて購入している（別会社の使用量だけ別途把握できない）場合は、
電力使用分についてはテナント分も含めて全量報告する必要があります。
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Å 算定対象活動：算定対象ガスは二酸化炭素排出量のみ

β「ASSETモニタリング報告ガイドラインVer.9.0 з-12」参照

Step2排出源の特定、バウンダリの確定

算定対象活動と排出源

種類 活動内容

燃料の使用に伴うCO2排出 化石燃料の使用（構内車両における排出も含む）

電気・熱の使用に伴うCO2排
出

算定対象範囲（バウンダリ）外より供給された電気・熱の
使用

廃棄物の焼却・使用等に伴う
CO2排出

廃棄物の焼却及び製品の製造用途への使用、廃棄物燃
料の使用に伴うCO2排出量の算定
（廃棄物を燃料用途として使用せず、単純焼却する場合は算定対象外とする。
焼却時に補助燃料として化石燃料を使用している場合、化石燃料については
通常の燃料の使用と同様に算定対象とする。）

工業プロセスに伴うCO2排出 セメントの製造、生石灰の製造、石灰石及びドロマイトの
使用、アンモニアの製造、各種化学製品の製造、アセチレ
ン・ドライアイス／液化炭酸ガス・噴霧器の使用

Å 排出源とは：敷地境界内にある算定対象活動を行う設備のこと。
Â 原則として設備ごとに把握する必要がある。ただし、算定対象範囲（バウンダリ）外から

供給された電気・熱の使用に伴うCO2排出の場合は、取引メータ等を一つの排出源と見
なす。

Â 排出源の例：
受電設備、温水・冷水・蒸気の受入設備、ボイラ、タービン発電機、吸収式冷凍機、工業
炉、ガス式給湯器、構内フォークリフト等の車両等

6

ü算定対象範囲（バウンダリ）が定まると、算定対象となる燃料や電力の消費活動について
把握していきます。
ASSET事業ではCO2の排出量のみを算定することとなっており、算定対象となる活動は
表にあげている4つです。

üこれらの活動が行われる設備ひとつひとつを「排出源」といい、算定報告書提出の際には
原則全ての排出源を特定いただきます（ボイラや構内フォークリフトなども1台ずつ把握し
てください）。

üただし、電力の使用など外部から供給されるエネルギーについては、すべての消費場所
について記載していただくことは難しいため、受電設備を一つの排出源としてみなします
。

ü大半の事業者の方が、「燃料」、「電気・熱の使用」による排出の算定のみとなりますが、
表中下部2つ（廃棄物、工業プロセス）の排出がある場合は算定間違いが発生しやすいた
め、
この部分に関するモニタリング報告ガイドラインを特に注意してご確認いただきますようお
願いいたします。
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バウンダリ

給油所 場内利用

バウンダリ

給油所場内利用

バウンダリ

給油所

バウンダリ

給油所場内利用

給油

給油

場外利用

工場・事業場内の給油所（移動式給油所含む）で給油
する場内利用フォークリフト等

算定対象。なお、モニタリングは個別フォークリフト
等ではなく、給油所で行う。

場外の給油所で給油する場内利用フォークリフト等
算定対象。

給油 場内の給油所で給油する場外利用の営業車等
算定対象外。

給油

場外利用

場内外で利用する車両に場内給油所で給油する場合
①場内・場外の燃料使用量を分けられる場合には、

場内分のみを算定対象とする。
②場内・場外の燃料使用量を分けられない場合には、

全てを算定対象とする。

ה ≢ ↕╣╢ ─

Step2排出源の特定、バウンダリの確定

β「ASSETモニタリング報告ガイドラインVer.9.0 з-14」参照
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バウンダリ内で利用される車両が算定対象となる基準について

ü事業場、工場が所有する車両を利用している場合、燃料の給油場所や車両の使用範囲
によって、上記の4パターンに分類します。
１番上と２番目のように場内で利用する場合は、給油所の場所に関わらず燃料の使用量
が算定対象となります。

ü一方、３番目のように場外のみで利用する場合、給油所が敷地内にあっても算定対象外
とします。

ü４番目のように、場内利用、場外利用ともにある場合、使用状況が分けられる場合には場
内分だけを算定対象としますが、使用量を分けられなければ全量算定対象とします。
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算定報告書の記入例（2.敷地境界に関する情報、4.排出源に関する情報）

Step1敷地境界の識別、Step2排出源の特定、バウンダリの確定

2. 敷地境界等に関する情報

敷地
境界

無 変更の概要

排出源 有 変更の概要

電気 有 供給形態 B 供給先 隣接する冷温商事に電気を供給している。

熱 有 供給形態 B 供給先 隣接する冷温商事に熱を供給している。

敷地図および排出源

敷地境界の識別方法 工場立地法の届出書類より識別

基準年度中
の変更

算定対象範
囲（バウンダ
リ）外への供

給

ガスボイラーを平成25年4月に導入した。

排出源の特定方法

消防法届出と設備リストにより特定、調達・購入品リストを確認。
（燃料使用施設については、消防法届出を元に特定したほか、新たな設備の追加や廃止が
あれば、特定した排出源の見直しを行っている。更に、毎月、調達・購入品リストを確認し
て、算定対象となる物品を購入していないかを確認している。）

△
□
倉
庫
（株
）

廃棄物焼
却炉（6）

廃棄物

保管庫
管理棟

株式会社

△△△

守衛

所

本
館

研究

棟
分析

棟

コージェネレ

ーション（4）

溶融炉（3）

原料
保管庫

体育館

製品
保管庫

生石灰製造用

ロータリーキルン（5）

重油

タンク

テニス
コート

駐車場

冷温商事

廃
水
処
理

施
設

中
央
受
電
所

（1

）

県

道

正

門

ガスボイラー

4台（2）

β施設名後の括弧内の数字は排出源No.を示す。

別途、排出源7として芝刈り機が5台存在。

重油

タンク

│ ╩ ™≡
℮⌂≥⁸╦⅛╡╛∆ↄ

─ ≤No.
╩

│ ⅛╠
⇔√ ╩

⌐ ╛
⌐ ⅜№╢ │⁸
∕─ ╩

Ᵽ►fi♄
ꜞ ┼ ⇔≡™╢
⌐│⁸∕─ ╩

4. 排出源に関する情報

平成27年度 平成28年度 平成29年度（A～C） 「C:その他」選択した理由

1 中央受電所 ②電気・熱の使用 ○ ○ ○

2 ボイラー（4台) ①燃料の使用 × ○（変更有） ○

3 溶融炉 ①燃料の使用 ○ ○ ○

4 コージェネレーション ①燃料の使用 ○ ○ ○ ○ 電気・熱の一部を外部へ供給

5 生石灰製造用ロータリーキルン④工業プロセス ○ ○ ○

6 廃棄物焼却炉
③廃棄物の焼却・

使用等
× × × B

6 廃棄物焼却炉 ①燃料の使用 ○ ○ ○ 助燃用としてA重油を使用

7 芝刈り機 ①燃料の使用 × × × A

排出源
No.

排出源
外部
供給

備考
排出源の種類

（①～④）

対象外とする理由算定対象

1) 排出源の種類を以下から選択すること（詳しくは実施ルール「3. 排出量の算定方法」を参照）。

⌐No.╩≈↑≡ ∆╢⁹

⁸⅛≈⁸ ─⸗♬♃ꜞfi◓ⱳ▬fi♩╩
∆╢ ─ │⁸ NO.╩╕≤

╘≡ ⇔≡╙╟™⁹
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算定報告書の記入例

üここまでの内容に関する算定報告書の記入方法は、上に示した通りです。

ü敷地境界は太線などでわかりやすく図示する、全ての排出源に番号を振って一覧表にす
る、など記入の方法に決まりがあるため、提出の際には改めて記載例と注意書きをよくご
確認ください。
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算定対象外の排出源：少量排出源
Å 下記の基準を満たす排出源は少量排出源として算定対象外とすることがで

きる。

β10t-CO2の目安：灯油では5kℓ未満、LPGでは4t未満又は2000Nm3

未満、都市ガス（発熱量４５GJ/千Nm3の場合）では4千Nm3未満程度。

ᵑ ≡─ ⅜ ⌂
ה ה ⌐⅔™≡⁸ ה ─ ─0.1% ─

ᵒ ⌐ ∂≡ ⌂
ה ה ─ ⅜1,000t-CO2 ─

ה ⌐ ∆╢ 10 t-CO2 ─
ה ה ─ ⅜1,000 t-CO2 ─

ה ⌐ ∆╢ 1t-CO2 ─

β◓ꜟכⱪ ─ ⁸ ─ ─ⱪכꜟ◓│ ≢│⌂ↄ⁸ ─
ה ─ ≢ ∆╢↓≤⁹

β「ASSETモニタリング報告ガイドラインVer.9.0 з-16」参照

Step3少量排出源の特定

9

【STEP３ 少量排出源の特定】

ü算定対象範囲内であっても、囲み内の一定の基準を満たす排出源は少量排出源とみな
され、算定から除外することができます。

üなお、グループ参加者の場合は、ここで示した基準はグループの総排出量ではなく個別
の工場や事業場の排出量で判断してください。

ü次頁で少量排出源の具体例を紹介します。

9



算定対象外の排出源：少量排出源
Å 下記の排出源は少量排出源と見なし、ASSET制度における総排出量には原

則として含めない（算定対象外）。
Å 以下の排出源に該当する場合でも、少量排出源基準値を大幅に上回る、又

は大幅な排出増が見込まれる場合には対象とする。

Step3少量排出源の特定

β「ASSETモニタリング報告ガイドラインVer.9.0 з-17」参照

排出源 事例

芝刈機 工場/事業場の緑化整備等で使用。

構内車両 フォークリフト等、構内で使用する車両に燃料を使用。

消火用ポンプ 消火作業時の放水用エンジンポンプ。
年に1回程度は消防訓練での使用があると思われる。

CO2消火器 特別高圧受変電設備などに常備されている。

ドライアイス 店舗等で食料品の冷却・保存用途での使用（食品製造時や
出荷時に、冷却用として使用している場合は、使用量が多い
ため、少量排出源とならず算定対象になる可能性がある）。

10

少量排出源として算定対象外となる例

ü表にあげられている機器は少量排出源として算定対象外になりやすい排出源です。

üただし、これらの排出源でも、前頁で紹介した少量排出源の基準値を上回る場合は対象
となります。

üまた、少量排出源も、何が何台あるかについてはきちんと算定報告書に記載したうえで、
燃料の使用量の把握だけは行わなくてよい、という扱いになるため、記載漏れがないよう
注意が必要です。

10



モニタリングポイントの考え方
Step4モニタリング方法の策定

Å モニタリングとは、排出量の計算に使用する電気使用量や燃料使用量
等をどのように把握するかということ。

Å モニタリング方法は以下の3通りに整理される。
Â パターンA- 1：納品書等から把握する購買量のみで把握
Â パターンA- 2：購買量＋在庫変動で把握
Â パターンB：実測に基づく方法（使用データ：計測値）

᷂ṑ᷂ṑ

A
᷀↕

P3

P4

P3
P4 ᷀↕

᷂ṑ᷂ṑ

A
᷀↕

P3

P4

P3
P4 ᷀↕

Ҙ

֞
P1

᷂ṑ᷂ṑ

P1

˗ ḹЋ̱
Ҙ

パターンA-1

パターンA-2
β電気や外部から供給を受ける熱、都市ガス等、燃料の
在庫がない場合はパターンA-1を用いる。
燃料の在庫がある場合、在庫変動量を把握した結果、活
動量に与える在庫変動の影響が軽微であれば、在庫変
動量を考慮せず、「購買量＝使用量」とみなすパターンA-

1を選択することが出来る。
軽微と判断出来る基準は、本スライド14ページを参照。

パターンB

β「ASSETモニタリング報告ガイドラインVer.9.0 з-20」参照

᷂ṑ᷂ṑ

A
᷀↕

P3

P4

P3
P4 ᷀↕

᷂ṑ᷂ṑ

A
᷀↕

P3

P4

P3
P4 ᷀↕

P5・P6:自社メータ
（精度管理済）

P5

P6
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【STEP４ モニタリング方法の策定】

üモニタリングとは、排出量の計算に用いる電気や燃料の使用量データを把握することを指
します。

üASSET制度では、原則としてAとBの2種類がモニタリング方法が認められています。

üAは購買量に基づく方法、Bはメーターなどの実測に基づく方法です。

üさらにパターンAはA- 1、A- 2の2つに分けられます。

üA- １は購買量がそのまま使用量となる場合であり、具体的には購買電力等が該当します
。
購買電力はタンク等に溜めておくことはできないので、電力会社が発行する電力使用量
の通知書に記載されている購買量を使用量とみなします。

ü一方、灯油をまとめて購入し、大きなタンクに保管している場合などは、購買量が使用量
と同量にはならないため、パターンA- 2として購買量と別に在庫の変動量も合わせて計測
することで使用量を把握します。

ü在庫が発生する燃料でパターンA（購買量）によるモニタリングを行う場合、A- 1とA- 2のど
ちらを適用すべきかについては、タンクの大きさや在庫変動量により判断が異なります（
p14にて詳説）。

üパターンBは、事業所が設置したメーターで使った量を記録する方法であり、計測値をそ
のまま使用量として報告いただきます。
ただし、使用するメーターは精度管理されている必要があります。

11



モニタリングパターンBの考え方
Å 「Tier」とは「精度」である。モニタリングパターンB（実測）を選択する場合、

燃料種や活動量ごとに、自社で用いた計量器に対して要求されるTier（精
度）が定められている。

Å 要求Tier（確保すべき精度）≦自己Tier（自らのモニタリングの精度)

Step4モニタリング方法の策定

β「ASSETモニタリング報告ガイドラインVer.9.0 з-25、26、27」参照

採択者向け追加

─ ה ─ Tier
Ɽ♃כfiB─ ─╖

ה

─ ⁸ ⁸ 4 ± 1.0 ɶ

3 ± 2.0 ⌐╟╢

2 ± 3.5 ⌐╟╢

1 ± 5.0 ♦ⱨ◊ꜟ♩

─ ה ─
Tier

Tier Tier

─ A ⁸BהC ⁸
⁸ ⁸●♁ꜞ
fi

5,000kl Tier3 Tier1 Tier1

500kl
5,000

Tier2

500kl Tier1

②自己Tierを確認する。

①燃料種、活動量ごとに要求されるTierを確認する。

A重油100klの場合、最大公差が±5.0％以内の計量器を使用して活動量を把握する
必要がある。排出量算定の際、単位発熱量・排出係数はデフォルト値を使用できる。
β自己Tierは要求Tier以上であれば良いので、Tier1以上であれば良い。

（例1）：A重油100klに対して要求されるTier（精度）の判断

12

【パターンB】

ü前頁で、パターンBでは計量器が精度管理されている必要があると説明しました。この求
められる精度は「Tier」という言葉で表されます。

üTierの数字は大きいほど認められる誤差が小さい、厳しい基準となっており、自分の事業
所がどのTierに従えば良いかは、燃料の種類と活動量によって決められています。

ü例えば、こちらのA重油の例ですと、100klのA重油を使用している場合、活動量・単位発
熱量・排出係数全てTier1以上であればよいということになるため、
最大交差が5％以内の計量器を使用し、単位発熱量や排出係数についてはデフォルト値
で計算してよい、ということになります。

12



（例2）：コークス100tに対して要求されるTier（精度）の判断

Step4モニタリング方法の策定

β「ASSETモニタリング報告ガイドラインVer.9.0 з-25、26、27」参照

─ ה ─ Tier
Ɽ♃כfiB─ ─╖

ה

─ ⁸ ⁸ 4 ± 1.0 ɶ

3 ± 2.0 ⌐╟╢

2 ± 3.5 ⌐╟╢

1 ± 5.0 ♦ⱨ◊ꜟ♩

─ ה ─
Tier

Tier Tier

─ ☻◒כ◖⁸ 1,000t Tier3 Tier2 Tier2

100t
1,000t

Tier2

100t Tier1 Tier1 Tier1

コークス100tの場合、最大公差が±3.5％以内の計量器を使用して活動量を把
握する必要がある。単位発熱量・排出係数は供給会社による提供値を使用する。
β自己Tierは要求Tier以上であれば良いので、Tier2以上であれば良い。

採択者向け追加

モニタリングパターンBの考え方

①燃料種、活動量ごとに要求されるTierを確認する。

②自己Tierを確認する。

13

ü別の燃料の例では、コークスを100t使用している場合、求められるTierは2以上となるた
め、下の表と照らし合わせて、
最大交差が3.5％以内の計量器を使用し、単位発熱量・排出係数は供給会社による提供
値を使用する必要がある、ということになります。

13



モニタリングポイントの考え方
Å パターンA- 1、A- 2の判断

Â パターンA- 1：購買量のみで把握する
Â パターンA- 2：購買量＋在庫変動量で把握する

Å パターンA- 1は、在庫がないか、在庫変動による影響が軽微な場合に
選択できる。
Â 「在庫変動による影響が軽微」＝在庫の最大容量（タンクの容量）が、年間

購買量（基準年の場合は3ヶ年平均購買量）の活動量に対する要求Tierの2
倍以内であること。

（例）A重油の年間購買量が100klの場合
活動量の要求TierはTier1なので、使用する計量器は最大公差±5.0%以内
であることが求められる。（前スライド参照）
よって、タンク容量が年間購買量の10％以内（最大公差5.0%×2倍）であれ
ば、パターンA- 1を選択できる。
この場合はタンク容量が10kl以内であれば、パターンA- 1を選択可。

Â 詳細は、「検証について」の6.重要性の判断基準も参照すること。

Step4モニタリング方法の策定

β「ASSETモニタリング報告ガイドラインVer.9.0 з-20」参照

採択者向け追加

14

【パターンA】

ü続いて、パターンAに戻ります。

üパターンA- 1は、電力など、購買量がそのまま使用量となるイメージとご説明しました。
ただし、在庫保管を行う燃料の場合も、在庫の変動による影響が軽微な場合はパターン
A- 1として、購買量のみで活動量を把握することができます。
この「在庫変動が軽微」とできる基準については、先ほどのパターンBと同様、それぞれ求
められるTierによって決まります。

ü具体的には、在庫の最大容量が、年間購買量の活動量に対する要求Tierの2倍以内であ
ること、とされています。

ü先ほどのA重油の例であれば、購買量が100klの場合、活動量の要求Tierは1なので、活
動量の最大公差±5.0%以内です。
よって、タンク容量が、年間購買量に対して（5％の2倍である）10％以内であればであれ
ば、パターンA- 1を選択できます。
従って購買量が100klであるこの場合はタンク容量が10kl以内であれば、パターンA- 1を選
択可能です。

14



⸗♬♃ꜞfi◓ⱳ▬fi♩─ ⅎ

β「ASSETモニタリング報告ガイドラインVer.9.0 з-20」参照

Step4モニタリング方法の策定

Å モニタリングポイントは活動量（燃料使用量）を把握する位置を示したものであり、
各々に番号を振る必要がある。購買量の計量器がある場合（受電設備や都市ガス
メーター等）は計量器の場所、ない場合（重油タンクやLPGボンベ等）は、貯蔵場所を
一つのモニタリングポイントとすること。

Å ただし、貯蔵場所からの供給先にある精度管理された自社メータをモニタリングポイ
ントとする場合（パターンB）は、自社メータの場所とする。

Å 電気使用量や都市ガス使用量について購買データを使用する場合、期ずれが発生す
る場合があるが、おおむね対象年度の4月～3月末に相当する使用量であればその
まま使用して良い。

Å 精度管理されていない計量器によるモニタリングは、原則として認められない。
Â やむを得ずモニタリングパターンA（購買量）またはB（精度管理された実測）を選

択できない場合、「その他の方法」を選択できるが、事務局に相談すること。
Â 「その他の方法」を選択した場合、計量器の不確かさ（器差）が評価される。大き

すぎる（=重要性の判断基準を上回る）と、検証を受ける際に、検証機関が適正意
見を表明できない（=補助金返還の恐れがある）。

15

モニタリングポイント

üここまでご説明したとおり、各燃料の使用量を把握することをモニタリングと言いますが、
その使用量を把握する場所をモニタリングポイントと言います。

üパターンBのようにメーターで計測するのであればそのメーターがモニタリングポイントと
なりますし、パターンAであれば、例えば購買量の計量器がある受電設備がモニタリング
ポイントとなります。
メーターなどがなく、在庫で確認する場合は、タンクやボンベの貯蔵場所がモニタリングポ
イントとなります。

üパターンA- 2の場合は購買量の計量器と、在庫の保管場所の2か所がモニタリングポイン
トとなります。

üここで問題となるのが、購買量が正確に把握できない、かつ、精度管理された計量器を使
用していない、といったケースです。

ü3年間分のメーターの記録が残っていないなど、パターンAやBでの計測が難しい場合、特
例として、「その他の方法」をモニタリングパターンとして選択することができます。

üなお、「その他の方法」自体は事務局への相談を経ずに使用することは可能ですが、報
告書の提出後に排出量へ与える影響が大きいと判断される場合、事務局として算定結果
を承認できない恐れがあります。

15



算定報告書の記入例（5.モニタリングポイントに関する情報）

Step4モニタリング方法の策定

排出源とモニタリングポイントは必ずしも1：1で対
応する必要はなく、複数の排出源の活動量を一
つのポイントでモニタリングすることも可能です。

ただし、複数のモニタリングポイントを1つにまと
めないでください。（例えば、都市ガスメーターが
複数ある場合でも、メーターごとにモニタリング

ポイントを設定してください。）

データ把握方法でモニタリングパターン
B（実測に基づく方法）を選択した場合
は、使用した計量器の精度（Tier）を記

入してください。

╩ ⌐ ⇔⌂
™ ╩ ⇔√ ⁸◓
כ꜠ ⌐⌂╡╕∆

16

算定報告書の記入例

üここまでの内容に関する算定報告書の記入方法は、上に示した通りです。

ü一番左の列には、各モニタリングポイントに番号を振って１から順に記載し、そのモニタリ
ングポイントで把握している排出源の番号を次の列に記載いただきます。

ü記入例のとおり、排出源NO.（2列目）をまとめることはできますが、モニタリングポイント
NO.（1列目）はまとめることはできないので注意してください。
※ 例えば、都市ガスメーターが3か所に分かれている場合は1か所ずつモニタリングポイ
ントNO.を振り、各メーターがどの排出源と紐づいているかを把握する必要があります。

16



排出量の算定方法
Å 算定方法は「モニタリング・報告ガイドライン」第Ⅰ部第5章を参照。

＜燃料＞
排出量＝活動量（燃料使用量）×単位発熱量×排出係数

※発熱量、排出係数のデフォルト値はモニタリング・報告ガイドラインを参
照

＜その他（系統電力、工業プロセスなど）＞
排出量＝活動量×排出係数

※排出係数のデフォルト値はモニタリング・報告ガイドラインを参照

Å 系統電力の排出係数は、デフォルト値（0.000463t- CO2/kWh ）を使用す
る ╩ ╦∏ ─ ⁹╕√⁸ ≤
│ ─ ╩ ™╢ ⁹

Å 自家発電で発電した電気は上記の算定式ではなく、燃料消費量より排出
量を算定する。

Å 都市ガスの単位発熱量は、供給会社から提供された値を用いること。

Step6モニタリングの実施と排出量の算定

17

【STEP６ モニタリングの実施と排出量の算定】

üモニタリングによって燃料や電気の消費量を把握した後は、CO2の排出量算定を行って
いただきます。

ü原則、燃料使用量と、ガイドラインにある単位発熱量・排出係数を用いてエクセル上の自
動計算で算出されます（記入イメージは次頁）。

ü系統電力の排出係数は、昨今は各電力会社ごとに排出係数が異なりますが、ASSET事
業では系統電力の排出係数は全て一律のデフォルト値を使用することとしています。

ü2017- 2019年の基準年度排出量の算定時も、2021年の削減目標年度の算定時も同じ値
を使用する点にご注意ください。
電力の使用量の変動のみから一律で排出量の増減を判断するために、このような扱いと
なっております。

üまた、都市ガスの単位発熱量は、各供給会社から提供された値を用いるようにしてくださ
い。排出係数はモニタリング報告ガイドラインを参照ください。

17



算定報告書の記入例（6.CO2排出量）
Step6モニタリングの実施と排出量の算定

βパターンA-2と外部供給の場合のまとめ方は「ASSETモニタリング報告ガイドラインVer.9.0 з-38」参照

モニタリングポイントご
とに排出量を計算

※ただしパターンA- 2
と外部供給はまとめる

⸗♬♃ꜞfi◓ⱳ▬
fi♩↔≤⌐

╩

─⸗♬♃ꜞfi
◓ⱳ▬fi♩╩1≈⌐
╕≤╘⌂™⁹
β√∞⇔Ɽ♃כfi
A-2≤ ─

│╕≤╘╢

│
─ ╩ ╡
≡≡

⸗♬♃ꜞfi◓ ≢A-2
+

╩ ⇔√ ⁸
⌐∕─ ╩

│
╡ ≡∏⌐

╩ ⌐ ⇔⌂™ ╩ ⇔
√ כ꜠◓⁸ ⌐⌂╢
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算定報告書の記入例

ü ここまでの内容に関する算定報告書の記入方法は、上に示した通りです。

ü 活動種別・活動量を入力すると、各モニタリングポイントの排出量と総排出量が自動計
算される作りになっています。

ü 活動量は、活動量単位未満（小数点以下）を切り捨てて記入してください。

18



ガス使用量の換算方法

Å ガス使用量は下記の式を参考にして標準状態（0ϴ、1気圧）にした
値を用いて排出量の計算を行う。

Å 購買データを使用する場合にも、標準状態への換算が必要。

 [ ] [ ] [ ]
[ ]

[]
[] []

[ ]33 m
CC273.15

C273.15

101.325

325.101
Nm

☺כ◕
³

¯+¯

¯
³

+

kPa

kPakPa

ゲージ圧 供給約款等に基づく供給圧力等を元に把握する。供給圧力に幅がある場合
は中央値やガス会社推奨値等、合理的に値を定めてよい。不明な場合には
ガス会社に確認すること。

計測時温度 自社の計測データや、地方公共団体が計測しているデータがある場合は、そ
れを使用する。無い場合は、ASSETウェブサイトに掲載されている各都市の
平均気温を使用する。

Step6モニタリングの実施と排出量の算定

β温度/圧力補正機能付メータ
ガスメータの中には温度及び/又は圧力の補正機能が搭載されているものも存在する。
ただし、標準状態への補正とは限らないため、その場合は該当メータの補正条件に対
して標準状態への補正を行うこと。

19

ガス使用量の換算方法

üガスの使用量は標準状態に換算した値を用いて算定を行う必要があります。標準状態へ
の換算は、掲載されている式を参考にしてください。

ü都市ガス事業者が設置するメーターには、温度や気圧の補正機能がすでに搭載されてい
るものも存在しますが、
その補正は必ずしも0℃1気圧の標準状態への換算となっていない場合があるため、個別
にメーターを確認いただければと思います。

19



外部供給（自社で発生させた電気・熱の他社への供給）

Å 外部に供給した電気・熱を発生させるために使用した燃料からのCO2排
出は排出量に含まない。

Å 自家消費と外部供給を共に行っている場合には下記の式により按分する。

Å 詳細は、ASSETモニタリング・報告ガイドラインVer.9.0 Ⅱ- 18参照。
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Step6モニタリングの実施と排出量の算定
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外部供給について

ü自らが発生させた電気や熱を外部に供給する場合は、所内消費分についてのみ、按分に
よって算出し排出量に含めてください。

20



外部供給（外部から供給された電気・熱の他社への供給）

Å 外部から供給された電気、熱の一部を他社（バウンダリ外）
に供給している場合には、他社への供給分は自らの排出
量から控除できる。

Å 但し、他社への供給分をパターンA又はBの方法で把握で
きない場合には、控除することは出来ず、全量自社の排出
量とする。

Å 詳細は、ASSETモニタリング・報告ガイドラインVer.9.0 з-
22、23、24参照。
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Step6モニタリングの実施と排出量の算定
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外部供給について

ü外部から供給された電気・熱の一部をさらに外部に供給している場合、当該外部供給分
は控除することができますが、外部供給量をモニタリングパターンAかBで把握できている
必要があります。
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検証について

22
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二重責任の原則（排出量検証のためのガイドライン1.3）

Å 目標保有者＝適切な情報（算定報告書）を作成し報告する

Å 検証機関 ＝算定報告書を検証し、意見を表明する（検証報告書）

（公募申請時は自己申告だが）採択された場合は

両者協力して、排出量情報の信頼性の向上をめざす

検証（排出量検証のためのガイドライン1.2）

Å ASSET事業における「検証」は、算定報告書に記載された情報が、
「実施ルール」及び「モニタリング・報告ガイドライン」に準拠して作成さ
れ、全ての重要な点において適正に表示されているかどうかを確かめ
るために、関連する証拠を客観的に収集・評価し、その結果を環境省
に検証報告書によって伝達する、体系的なプロセスとして実施される
合理的保証業務。

1．検証について

23

検証の方法について

üここまで説明した算定については、STEP１～６の手順に従い、目標保有者となる事業者
の方自身が行うこととなりますが、
それが正確に行われているかを第三者の検証機関に検証してもらう必要があります。
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採択者向け更新1．検証について

24

検証の方法について

ü採択後、検証機関との契約やスケジュール調整を実施していただく必要があります。

ü１回目は基準年度３年分の排出量の算定についての検証結果を１２月１８日まで提出い
ただきます。
現地検証のスケジュール調整等も必要であるため、検証機関との契約はすぐにでも実施
してください。

ü採択された事業者１社１社に対して、事務局から検証機関との契約に関する指示は行わ
ないため、１２月の書類締め切りを見越して見積取得等、早めにご対応ください。

ü2回目は、2021年度の削減目標年度分の排出量算定に関する検証を2022年の6月30日
までに、というスケジュールで検証を受けていただきます。

24



Å ASSET事業検証機関（五十音順）（2020年7月時点）
※検証機関の紹介資料（連絡先等含む）は、ASSETウェブサイトに掲載。

http://www.asset.go.jp/info/index3

採択者向け追加

β7月時点の情報であり、今後も増減する可能性がある。最新の検証機関リストはASSETウェブサイトで公表している。

Å 上記の検証機関の中で、今年度に実施する基準年度検証を担当する検
証機関を決め、遅くとも2020年9月頃迄に契約を結んでいただく。採択者
名簿を見た検証機関から連絡が来る可能性もある。

Å 削減目標年度検証時は、遅くとも2022年3月頃迄に検証機関との契約を
結ぶこと（報告書の提出期限が6月30日であり、検証契約～報告書提出
まで2ヶ月以上要するため）。

V一般財団法人 日本海事協会
V一般財団法人 日本品質保証機構
V一般社団法人 日本能率協会
VKPMGあずさサステナビリティ株式会社
Vソコテック・サーティフィケーション・ジャパン㈱β2020 年7月追加

V日本検査キューエイ株式会社
Vペリージョンソンレジストラークリーンディベロップメントメカニズム
株式会社

1．検証について

25

検証機関について

ü現在、契約可能な検証機関はこちらにある7社です。ASSETウェブサイトに各検証機関の
紹介資料が掲載されているため、そちらも参照ください。

ü検証費用については、事業所の規模や検証機関ごとに異なるため、事務局ではなく検証
機関に個別にお問い合わせください。
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2．算定報告書作成の５原則
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βASSETモニタリング報告ガイドラインVer9.0 з-2参照

採択者向け追加
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ü算定報告書作成においては、こちらにある5原則、適合性・完全性・一貫性・透明性・正確
性が求められます。

ü目標保有者である皆さんは、この5原則に従い算定を行うことが求められ検証機関もこの
5原則に基づいて確認を行うという前提があります。

26
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3．検証の流れ
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βASSETモニタリング・報告ガイドライ
ンVer.8.0 з-40参照

採択者向け追加
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検証の流れ

ü 検証を行う流れはこの図のとおりで、事業所の概要把握から、検証の計画策定・実施、
実施結果の評価などを経て、検証報告書を作成・提出となります。

ü 一番右列に実施場所の中で、赤枠で囲まれているところは実際に事業所現地で行う可
能性があるステップです。
検証実施は事業所で行われますので、少なくとも一回は必ず、検証機関が事業所を訪
問することになります。

ü 原則として1度は現地検証を実施することとなっており、日程調整が必要となるため、検
証機関との契約は早めに結ぶことを推奨します。



4．検証に必要な資料等

βASSETモニタリング報告ガイドラインVer.9.0 з-45参照

採択者向け追加

28

ü検証時に提出が必要となる可能性がある書類の例をこちらに挙げております。ここで挙げ
た項目は一例であり、事業所の状況などによって他の書類が必要となるケースもあるた
め、検証機関に対し事前に必要な書類を確認・相談する等して、用意を進めておいていた
だけると、検証作業がスムーズに進みます。
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１.計測器による測
定の不確かさ

２.可能性のある
誤り

＋

＜

≧

?

重要性の判断基準：
総排出量が50万t- CO2未満の

目標保有者に対しては
総排出量の5％、

総排出量が50万t- CO2以上の
目標保有者に対しては

総排出量の2％

３.未修正の誤り

＋

5．重要性の判断基準

４.その他の不確か
さ・誤り

＋

※ASSETモニタリング報告ガイドラインVer.8.0 Ⅰ- 43参照

採択者向け追加

Å 検証機関は、目標保有者の作成した算定報告書について、以下の4種類の不
確かさや誤りがあるかどうかを評価し、重要性の判断基準との大小を判断する。

29

ü検証機関は、先ほどの5原則に則り、4種類の不確かさや誤りの有無を評価します。
この、それぞれの評価項目における不確かさや誤りが重要性の判断基準として数値化さ
れ、その結果が総排出量が50万t- CO2未満の事業所については5％未満、
50万トン以上の事業者については2％未満となるように、修正等の指示が行われます。

29



検証意見の基準 結論の種類

算定報告書の誤りや不確かさの合計が、総排出量の5％(総排出量が
50万tCO2以上の場合は2%)未満であり、算定報告書に記載された情
報はルールに従って報告されている。

無限定適正意見

算定報告書の誤りや不確かさの合計は、総排出量の5％(総排出量が
50万tCO2以上の場合は2%)未満だが、

記載された情報の一部がルールに従って報告されていない。

ただし当該問題を除けば、全体としては適正である。

限定付適正意見

算定報告書の誤りや不確かさの合計が、総排出量の5％(総排出量が
50万tCO2以上の場合は2%)以上、または算定報告書に記載された重
要な情報がルールに従って報告されていない。

不適正意見

十分かつ適切な情報が入手できず、意見が表明できない。 意見不表明

検証機関から適正意見が表明されないと、算定結果を
環境省が承認できず、償却義務を履行できない

＝補助金返還の可能性！

採択者向け追加5．重要性の判断基準
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ü重要性の判断基準が事業所の排出規模に照らして、5％・2％未満であり、算定報告書に
記載された内容がルールに従って報告されている、という検証結果に至れば
検証機関からの結論としては「無限定適正意見」が表明されます。

ü原則として全ての事業者がこの「無限定適正意見」の表明を受けることが求められます。
逆に言うと、この判断基準になるように、検証機関から修正依頼等を受けることになりま
すので、各事業者はその指示に従って算定報告書の作成を行ってください。
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①計量器の不確かさ（器差）

Å 精度管理されていない計量器によるモニタリングは原則として認められない。
Å やむを得ずモニタリングパターンA（購買量）またはB（精度管理された実測）

を選択できない場合、「その他の方法」を選択できるが、個別に事前相談する
こと。

Å 「その他の方法」を選択した場合、計量器の不確かさ（器差）が評価される。
大きすぎる（重要性の判断基準を上回る）と、検証機関が適正意見を表明で
きない。

Å モニタリングパターンと不確かさ評価の関係は以下の通り：
¸ パターンA- 1、A- 2、B は不確かさは考慮しない。「その他の方法」も、事前に様式3

（その他の方法にかかる報告様式）により環境省に承認を得た場合には不確かさ
は考慮しない。

②可能性のある誤り

Å データの一部を検証した結果、転記ミス等が発見され、他にも同様のミスが
推定される場合

採択者向け追加

βASSETモニタリング報告ガイドラインVer.9.0 з-43参照

5．重要性の判断基準

ü各重要性の判断基準の内容について簡単にご説明いたします。

ü①の計量器の不確かさについては、先ほどモニタリングの項目で説明しました、燃料の種
類と活動量に基づいて定められている精度＝tierが満たされているかを確認する項目で
す。

ü②の可能性のある誤りは、膨大なデータの場合に一部を確認した結果、転記ミス等が
あった際、他にも同様のミスが発生している可能性があるかどうか、ということを指します。



③発見された誤りで修正されなかったもの

（未修正の誤り）
Å 集計ミス等、検証で発見された誤りは、修正することを原則とするが、データ

の正確性に及ぼす影響が僅かであり且つ修正処置に著しく膨大な対応が必
要となるなどの理由により、検証機関が修正を要求しない場合もある。なお、
その場合は、検証報告書において判断理由を記載しなければならない。

Å 購買量データを使用する場合、検針日等により期ずれが発生する場合があ
るが、おおむね対象年度の4 月～3 月末に相当する使用量であれば期ずれ
の修正は不要とする。

④その他の誤り
Å 上記①～③に該当しないものの、評価が必要と思われる不確かさや誤り

32

採択者向け追加

βASSETモニタリング報告ガイドラインVer.9.0 з-43参照

5．重要性の判断基準

ü③発見された誤りで修正されなかったものというのは、検証で発見された誤りのうち、影
響がごくわずかであると判断され、修正されなかった場合にその判断基準等を明確にす
る項目です。

üその他にも評価が必要とされる不確かさや誤りがあれば判断基準に含まれます。

32
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採択者向け追加

【その他の方法にかかる報告様式】の記入例

パターンAやBを選択することが出来
ない理由や、提案するモニタリング
方法について記入する。

使用する計量器の精度や、計量機
の設置年次、計量器の器差を記入。

本様式の記入内容に対して、環境
省（事務局）から承認されたら、
ASSETシステムで算定報告書を提
出する際に、本様式も提出する。

5．重要性の判断基準

ü最後に、モニタリングの項目でご説明したパターンAやBでの計量ができない場合に個別
に事務局と相談する際の「その他の方法にかかる報告様式」の記入例をこちらに掲載し
ております。

ü該当する事業所の方は、環境省回答記入済みの本様式を算定報告書と合わせて提出い
ただく必要がありますのでよろしくお願いいたします。
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